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要旨：側方が傾斜した地盤中における鉄筋コンクリート製地中構造物の応答に及ぼす上下動

の影響を評価することを目的に，地盤を Ramberg-Osgood モデル，構造物を軸力変動型のト

リリニアモデルで表わした地盤－構造物連成系モデルを用い，模擬地震動に対する時刻歴の

地震応答解析を実施した。その結果，成層地盤の場合とは異なる機構で上下動が励起される

ものの，これが構造物の応答に及ぼす影響はきわめて小さいことを確認した。 

キーワード：地中構造物，上下動，耐震設計，動的相互作用，有限要素解析 

 

1. はじめに 

原子力発電所の屋外重要土木構造物の耐震設

計においては，上下動は静的地震力として取り

扱われてきたが，今後は時刻歴波形で評価する

趨勢となってきている 1)。 

表層地盤における上下動には，1)基盤面から入

射される上下動，2)基盤不整形の影響により反

射・屈折により生成される上下動の 2 種類が考

えられる。このうち，著者らは 1)を前提とした

検討を実施してきた 1)。一方，2)は，その性状が 1)

とは異なるため，別途検討が必要である。 

本研究では，側方が傾斜した地盤中に埋設さ

れた鉄筋コンクリート製（以下，RC）地中構造

物に対する地震応答解析を行い，その応答に対

する上下動の影響を検討する。 

 

2. 解析の概要 

2.1 解析対象 

図－１に示す実規模の海水管ダクトを対象と

した。これは，2 連の RC ボックスカルバートで，

成層地盤中における既往の研究 1)と同一のモデ

ルである。 

 

 

 

 

 

 

構造物が埋設される条件は，図－２に示すよ

うに側方が 60°に傾斜した岩盤（せん断波速

度 700m/s）中に設置された後，埋め戻し土（砂

層；せん断波速度 200m/s）中に埋設された条件

とした。これは，予め実施した予備解析に基づ

き，後述する地震荷重が最も大きくなるせん断

波速度と傾斜角の組み合わせとしている。 
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図－１ 海水管ダクトモデル 
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図－２ 構造物の埋設条件 
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2.2 構造物の概要 

構造物は，RC 部材で構成されている。表－１，

２にその材料物性値と部材諸元を示す。 

 

材料 物性 

圧縮強度 (N/mm2) 24
コンクリート 

ヤング係数 (kN/mm2) 25

圧縮強度 (N/mm2) 345
鉄筋 SD345 

ヤング係数 (kN/mm2) 200

 

 

部材厚さ (cm) 60 

かぶり (cm) 10 

部材高さ (cm) 100 

配筋 D19@150 
主鉄筋 

鉄筋量(cm2) 19.1 

配筋 D16@150 
補強筋 

鉄筋量(cm2) 13.3 

 

2.3 解析に用いた入力加速度波形 

本研究で対象とした地盤条件は，既往の研究 1)

に比べて剛性が高いことから，短周期成分をよ

り多く含んだ地震動を用いることが好ましい。

そこで，その一つとして観測記録から設定され

た目標スペクトル 2)に適合するような位相がラ

ンダムな模擬地震動 3)を用いた（図－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 解析モデル 

図－４に，解析に用いた有限要素分割図を示

す。側方および底部境界は粘性境界とした。地

盤は，構造物直下の岩盤内で地震波の波動を伝

播させるため，ここでは 5m までの深さの領域を

モデル化している。 

 

 

 

 

 

地下水位面以深の飽和地盤では，上下動は間

隙水中を伝播する。このような現象をモデル化

するために，既往の研究成果 4)，5)に基づき，せ

ん断剛性の低下にかかわらず，その体積弾性係

数を一定とした。地盤の構成則としては，せん

断応力－せん断ひずみに関する非線形性を考慮

するために全応力・履歴依存型モデルの一つで

ある Ramberg-Osgood モデル 6)を用いた。ここで

は，予め実施した一次元重複反射理論による等

価線形解析結果に基づき，想定される地盤のせ

ん断ひずみの最大値を把握し，式(1)とせん断弾

性係数および減衰比のひずみ依存性が一致する

ように，式(2)，(3)によって，α ，β を定めた 7)。 
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ここに， ：想定されるせん断ひずみの最大値，

h ：減衰比， ：初期せん断弾性係数， ：せん

断弾性係数 

構造物は，有効高さの 1.0 倍程度で要素分割し

たはり要素でモデル化した。 

地中構造物では，地震応答時に部材の軸力が

変動するが，一般にその変動の範囲は小さく，

これを考慮する必要は乏しい例えば 8)。しかし，こ

こでは上下動の影響を出来るだけ正確に評価す

表－２ 部材の断面諸元（全ての部材で共通）

表－１ コンクリートおよび鉄筋の材料特性

(a)水平成分 

(b)鉛直成分 

図－４ 解析に用いた有限要素分割図 

図－３ 解析に用いた入力加速度波形 
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るため，その構成則として，部材の曲げに関す

る非線形性を考慮した軸力変動型のトリリニア

モデル 9)を用いた。ここでは，3 つの特性点を，

｢曲げひび割れ発生｣，｢断面降伏｣および｢断面終

局｣とし，解析中の軸力の変動に応じて，特性点

の値を逐次変更している（図－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，履歴特性は，式(4)のような Takeda モ

デル 10)で提案されている履歴則に対して，軸力

の変動を考慮した式(4)を用いた 9)。 

 

                     (4) 

 

ここに    ：除荷時の曲げ剛性 

：ひび割れ発生時の曲げモーメント 

：ひび割れ発生時の曲率 

：最大曲率 

：除荷剛性係数 

地盤－構造物間では，地盤および構造物の剛

性の大小関係などにより，境界面において剥

離・相対変位などの幾何学的な現象が生じる場

合がある。そこで，側壁および頂版－地盤間に，

式(5)に示すようなジョイント要素 11)を用いて，

その影響を簡便に評価した。 

 
φστ tan−= cf                   (5) 

 
ここに，τ f ：破壊せん断応力 

σ ：ジョイント要素中の直応力 

c：粘着力（=砂地盤の粘着力 0） 
φ：摩擦角（=砂地盤の内部摩擦角 38°） 

動的解析の実施にあたって，粘性減衰特性は，

予め実施した初期の全体剛性行列に対する固有

値解析の結果をもとに，一次モード減衰比

h=1.0%に相当する剛性比例型の Rayleigh 減衰を

考慮した。これは，h を相対的に小さくすること

により，比較的高次の振動モードとなる上下動

応答を数値減衰的に抑えることを避けるためで

ある。また，運動方程式の直接積分法には，

Newmark のβ法（β=1/4）を用いた（数値積分

の時間刻み：1/3000(s)，応答値の抽出：1/100(s)

間隔）。 

 

3. 解析結果 

ここでは，水平動・上下動を同時入力した場

合と水平動のみを与えた解析結果を比較する。 

3.1 全体応答 

構造物中央断面位置における加速度の最大値

の深度分布を比較した（図－６）。水平方向の応

答は，成層地盤の場合と同様であり 1)，上下動の

影響は小さい。一方，鉛直方向の応答について

は，上下動が卓越して寄与することは，成層地

盤の場合と同様である 1)が，側方の岩盤が傾斜し

ていることにより，水平動のみを付与した場合

でも，深度 0～-10m において，上下動が励起さ

れている（最大値：4m/s2 程度で深度 5m 近辺）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 地震荷重 

 ここでは，主たる地震荷重である上載土慣性

力（構造物上方の埋設地盤中の応答加速度に地

盤の質量を乗じたもの）12)に着目する。 

図－５ ＲＣ部材の復元力特性 
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(1) 上載土慣性力への影響 

図－７に上載土慣性力の時刻歴のうち 5

～15(s)の時間帯を示す。その水平成分は，両者

でほぼ同一であり，水平動がこの荷重成分の支

配的な要因であることが示される。一方，鉛直

成分は，基盤から入射される上下動のみによっ

てもたらされる結果となっており，側方の岩盤

が傾斜している影響は見られない。さらに，隔

壁下端の軸力の動的増分の時刻歴と比較したも

のを図－８に示す。両者の位相は，良く一致し

ており，上下動のうち，基盤から入射される成

分が，主に鉛直方向部材の軸力の変動をもたら

すことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 成層地盤中に埋設された場合との比較 

ここでは，別途実施した成層地盤中に埋設さ

れた場合（傾斜角を 0 度とし，構造物側方は全

て砂地盤としたもので，それ以外の諸条件は同

一）との応答解析結果と比較する。上載土慣性

力の時刻歴とフーリエスペクトル（水平成分の

み）を比較したものを，図－９，１０に示す。 

上載土慣性力の鉛直成分は，両者で位相・振

幅ともほぼ同一であり，地盤条件の相違の影響

は見られない。一方，水平成分は，両者で大き

く異なっている。これは，成層地盤では，地盤

の塑性化に伴い，せん断剛性が初期の 1/10 程度

まで低下していたためである。一方，側方の岩

盤が傾斜した場合では，側方の岩盤により，成

層地盤の場合よりも高周波成分の慣性力が卓越

する結果となっている。この結果，成層地盤の

場合に比べて水平方向の応答変位が大きく拘束

される結果となっている（図－１１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1000

0

1000

5 7 9 11 13 15

時間(s)

慣
性

力

(kN)

-1000

0

1000

5 7 9 11 13 15

時間(s)

慣
性

力

(kN)

(a)水平成分 

(b)鉛直成分 

図－７ 上載土慣性力の時刻歴 

(a)水平成分 

(b)鉛直成分 

図－９ 上載土慣性力の時刻歴 
（成層地盤時との比較） 

図－１０ 上載土慣性力水平成分の 
フーリエスペクトル（成層地盤時との比較）

図－８ 上載土慣性力の鉛直成分と隔壁下端

軸力の動的増分の時刻歴の比較 
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3.3 断面力 

構造物を構成する全要素について，最大断面

力を抽出して比較した。横軸には水平動のみの

場合を，縦軸には水平動・上下動同時入力の場

合の値をプロットしている（図－１２）。これか

ら，以下のような傾向が見出される： 

・構造物全体のせん断変形に起因する曲げモー

メントおよびせん断力は，いずれも弾性範囲内

にあり（降伏曲げモーメント：360kN・m 程度，

せん断耐力（示方書式 13）にて算出）：1000kN 程

度），上下動がこれらの断面力の発生に寄与して

いないことがわかる。 

・3.2 で考察したように，成層地盤の場合 1)と同

様に，鉛直部材（隔壁および側壁）における軸

力の変動が，上載土慣性力の鉛直成分によって

発生している。しかし，軸力の変動は，300kN

程度（軸力比に換算して 0.02 程度）であること，

これらの部材の初期軸力が，隔壁で 825kN（軸

力比：0.029），側壁で 414kN（軸力比：0.057）

であることから，地震荷重による軸力の変動が

極めて小さいことが分かる。 

・水平部材（頂版，底版）についても，わずか

ながら変動が見られる。これは，側方の岩盤に

よって水平方向の波動にわずかな位相差を生じ，

その結果直ひずみが生じたことによると考えら

れる。しかし，変動の範囲は，100kN 程度（軸

力比：0.01 未満）にとどまっていること，部材

の初期軸力が頂版で 250kN 程度（軸力比：0.018），

底版で 180kN（軸力比：0.013）であることから，

地震荷重による軸力の変動が極めて小さいこと

が分かる。 

以上の結果より，地盤の不整形性により，成

層地盤時とは異なる機構によって水平部材にお

いても軸力の変動が見られるものの，その変動

の範囲はわずかであることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)最大曲げモーメント 

(b)最大せん断力 

(c)最大軸力 

図－１２ 断面力に及ぼす影響 
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4. まとめ 

(1) 本研究で対象とした地盤モデルでは，水平動

のみを付与しても，側方の岩盤の影響によっ

て，最大で 4m/s2 程度の上下動が励起される。 

(2) 地中構造物の主たる地震荷重である上載土

慣性力の鉛直成分は，基盤から入射される上

下動によって生起する。一方，水平成分には，

上下動の影響は見られないものの，側方の岩

盤の影響により，応答特性が大きく変化する。 

(3) 構造系全体のせん断変形に起因する応答（曲

げモーメントおよびせん断力）は弾性範囲内

にあり，上下動がこれらの断面力の発生にほ

とんど寄与していない。 

(4) 構造物の鉛直方向部材には，成層地盤時と同

様，基盤から入射される上下動により，水平

方向部材には側方岩盤により，それぞれごく

わずかな軸力の変動がみられる。 
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